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議案説明資料：財政課 

 

 

令和 5 年度一般会計 6 月追加補正予算の概要 
 

 

議案第 45 号 

令和 5 年度取手市一般会計補正予算（第 5 号） 

 

国は、令和 4 年度末に、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活

者や事業者に対し、自治体が地域の実情に合わせて必要な支援を実施できるよう、新

型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の「電力・ガス・食料品等価格高騰

重点支援地方交付金」を増額し、自治体に配分することとしました。この交付金を活

用して実施する事業について、補正予算を計上します。 

また、取手市の地域再生計画である「とりで未来創造プラン推進計画」に掲げる「ま

ち・ひと・しごと創生寄附活用事業」に対し、市内大手企業から企業版ふるさと納税

による寄附の申出があったことから、取手駅西口ペデストリアンデッキに設置する時

計塔作品の制作経費を計上します。 

 

 

1.補正予算の規模 

 補正予算の総額は、6 億 8,157 万 6 千円の増額で、 

補正後の予算総額は、431 億 2,958 万 1 千円となります。 

 

●一般会計予算 6 月追加補正額          (単位：千円) 

区 分 補 正 額 の 財 源 内 訳 

補正額 国県支出金 地方債 その他 一般財源 

681,576 666,608 0 5,038 9,930 

 

 

2.主な歳入補正の内容 

 1) 国補助金   6 億 6,660 万 8 千円 

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金   6 億 6,660 万 8 千円 

 

 ア．低所得世帯支援枠分 3 億 8,548 万 1 千円 

   物価高騰等の負担感が大きい低所得世帯への支援枠として、1 世帯当たり

30,000 円の支援を基準として交付されます。 

   ※現時点で国から示されている交付限度額 2 億 6,501 万 5 千円は、令和 3 年度

住民税非課税世帯等臨時特別給付金における支給世帯数に0.7を乗じて算定

されており、残額は事業の実施後に実績に基づき交付されます。 
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 イ．国が推奨する事業メニュー分 2 億 8,112 万 7 千円 

   エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対する

支援を行うための財源として交付されます。 

【電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金の取手市分交付限度額一覧】 

区分 
交付限度額 

(千円) 

市予算への 

計上時期 

国予備費(R4.9 月閣議決定分) 236,705 R4 予算(10 月) 

国予備費(R5.3 月閣議決定分) 546,142 

R5 予算(今回計上分)  うち低所得世帯支援枠分 265,015 

うち国推奨事業メニュー分 281,127 

 

 

 2) 企業版ふるさと納税寄附金   500 万円 

市内大手企業から、企業版ふるさと納税による寄附の申出をいただいたことから、

寄附金を計上します。 

 

 

 3) 一般財源  

 ・財政調整基金繰入金 993 万円増 

今回の補正の財源調整により、財政調整基金繰入金を増額します。 

財政調整基金の今回補正による増減と現在高      (単位：千円) 

基  金 補正前残高 繰入額 補正後残高 

財政調整基金 1,720,384 9,930 1,710,454 

 

 

3.主な歳出補正の内容 

 1) 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金給付事業  

3 億 8,551 万 9 千円 

 エネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が

大きい低所得世帯に対し、1 世帯あたり 30,000 円を給付するため、その実施に必要な

経費を計上します。 

①支給対象世帯(以下の条件を全て満たす世帯が対象) 

・同一の世帯に属する全員が、令和 5 年度の住民税均等割非課税であること 

・令和 5 年 6 月 1 日における取手市の住民基本台帳に登録されていること 

・住民税が課税されている者の扶養親族等のみで構成される世帯ではないこと 

②支給見込世帯数 12,200 世帯 

③支給スケジュール 

 ・令和 5 年度の住民税の課税決定の後、対象者の抽出作業を実施 

 ・7 月上旬に、対象者へ確認書を送付 

 ・確認書の返送を受けて支給(初回の給付は 7 月下旬を予定) 
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 2) 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金活用事業  

2 億 9,105 万 7 千円 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対する支援

を行うための財源として交付される、「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方

交付金」の国推奨事業メニュー分を活用して、「生活者支援」「事業者支援」の 2 つを

柱とした対策を実施します。 

 

【内訳】 

①生活者支援  1 億 2,947 万 7 千円               (単位：千円) 

事業名 事業費 事業概要 

給食費等の 

負担軽減事業 
73,914 

食材の価格が高騰する中、保育所等・市立小中学

校における給食費への価格転嫁による保護者負担

の増大を防ぐため、食材費高騰の相当額を措置し

ます。 

要保護・準要保護世帯

支援事業 
3,757 

物価高騰等の負担感が大きい就学援助世帯の児

童・生徒に読書感想文の課題図書等を配布するこ

とにより、就学援助世帯の経済的支援を行い、児

童・生徒の学習機会の確保を図ります。 

省エネ家電買換え 

支援事業補助金 
51,806 

燃料価格・物価高騰に対する市民生活の負担を軽

減するとともに、家庭における二酸化炭素排出量

の削減を図るため、既存の家電製品を省エネ家電

製品へ買い換える市民へ補助金を交付します。 

 

②事業者支援  1 億 6,158 万円                 (単位：千円) 

事業名 事業費 事業概要 

民間保育園等 

物価高騰対策支援金 
23,406 

燃料価格・物価高騰に対する経済支援として、民

間保育園等を運営する事業者に対し、支援金を交

付します。 

福祉事業所等 

物価高騰対策支援金 
33,000 

燃料価格・物価高騰に対する経済支援として、高

齢者福祉施設・障害者福祉施設等を運営する事業

者に対し、支援金を交付します。 

生産販売農家 

緊急補助金 
42,059 

燃料価格・物価高騰に対する経済支援として、生

産販売農家に対し、支援金を交付します。 

運送事業者等 

事業継続支援金 
43,115 

燃料価格・物価高騰に対する経済支援として、運

送事業者等に対し、支援金を交付します。 

地域公共交通等 

支援事業補助金 
20,000 

市民の日常生活に必要な移動手段を維持するた

め、地域公共交通事業者等を対象に、燃料価格・

物価高騰に対する経営支援を行います。 
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 3)企業版ふるさと納税を活用した時計塔作品の制作   500 万円 

取手市の地域再生計画である「とりで未来創造プラン推進計画」に掲げる「まち・

ひと・しごと創生寄附活用事業」に対し、市内大手企業から、企業版ふるさと納税に

よる寄附の申出をいただきました。具体的な使途について協議を行った結果、現在区

画整理事業において工事を行っている取手駅西口ペデストリアンデッキに時計塔の

機能を持つ芸術作品を制作することとなりました。制作は東京芸術大学に委託します。 

・取手駅西口駅前交通広場時計塔制作業務委託料  500 万円 

 


